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（１）実施概要 

全木連モニターは、各都道府県木連の推薦により会長が委嘱した者で、現在

185名（社）いる。業種別の内訳は加工業、流通業、その他がそれぞれ５：４：

１の割合になっている。任期はおおむね 2 年で、全木連の主要な政策課題つい

て業界の生の意見を求めることにしている。 

 

今回のアンケート実施の概要は次のとおりである。 

 

アンケート対象：全木連モニター（全 185社） 

アンケート実施期間：2004（H16）年 10月 

回収数：115 （回収率：62％） 

 

（２）注意事項 

①設問ごとに、集計結果を表で表示した。また、必要に応じて前回（2002年

7月）実施したアンケートの結果も掲載している。そのあとにクロス集計による

結果も表示した。 

 

②クロス集計にあたって、業態別集計では、設問 1 の結果による業態、すな

わち「製材業」及び「流通業」とした。ただし、複数の業態を兼業している回

答者はそれぞれの業態でカウントしたため、業態ごとにダブルカウントが発生

し、トータルでは回答者数を上回ることになった。 

 

業態別内訳 データ数：製材業（流通業等との兼業を含む）＝71 

流通業（製材業等との兼業を含む）＝49 

 

③また、設問 2 の結果による外材取り扱い比率から主として国産材を取扱う

業者、主として外材を取扱う業者別に集計した。 

なお、ここでは主として国産材を取り扱う業者（以下、「国産材業者」という。）

とは外材取り扱い比率 40％以下をいい、主として外材を取扱う業者（以下、「外

材業者」という。）とは外材比率 61％以上をいう。 

  

  外材取り扱い比率内訳 データ数：国産材業者数＝65 

外材業者数＝38  

                 中間業者数＝12 



 

④集計にあたって、複数回答は 1を按分してそれぞれの回答項目に加算した。

そのため集計結果に小数点以下の数字が記載されているところがある。また、

数字の端数を四捨五入したところもあるので、必ずしも合計と表の数字が一致

しないことがある。 

 

⑤なお、問 2 以降の業態別集計では、製材業、流通業双方に○をつけた者は

それぞれにカウントしたため、両者の合計企業数が調査回答数を上回っている。 

 


